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財政政策　と　国民所得

-その基本的関係について-

岡　部　市　之　助

Ichinosuke Okabe

今日財政活動が国民経済において占める役割の重要性については,も早何人もこれを否定し得な

いであろう｡財政はその支出面を通して,或は叉その収入面を通して直接に民間経済に対して各種

の効果を与えるのみならず国民所得に対しても重大な影響を及ぼす｡この両効果は財政政策を廻っ

て複雑にからみ合って現われるが,これら諸効果を分斬するためにはそれらを一応乗数効果と再分

配効果とに分けて考えることが便利である｡前者は政府の財政活動の変更(支出の増加にしろ減税

にしろ)がそのような変更に応じてそれの一定倍だけの国民所得の変動を伴う作用を云い,後者は

所与の分配制度を租税体系や,各種の移転支出を通じて調整する､作用である｡吾々がこの小柄で取

上げようとするのは,専ら財政政策の乗数効果に限られ,再分配効果に関しては別の機会にゆずる｡

(I)

さて乗数効果が作用するのは結局有効需要に純変動が生ずる場合であるから,たとえ政府支出が

租税によって賄われる場合であってもそれが有効需要の純変動を生む限り,乗数効果を生む筈であ

る｡かくて赤字支出や減税の場合のみならず,均衡予算の場合にも有効需要の純増加を伴う限り乗

数効果を生ずることは後に明かにする通りである｡

さて再分配効果を無視するために消費函数は線形とし,単純化のために政府の収入は租税のみか

ら成り(1)その支出は凡て財用役の購入に向けられるものとする｡叉通常の想定に従い,不完全雇傭

下では物価水準は不変とし政府及び民間の収支には共にタイム･ラグはなく,クローズド･システ

ムで考える｡記号を次のように決めよう｡

Y:国民所得　C:民間消費支出　G:政府財貨用役購入　T:租税Ⅰ:民間投資

先ず民間消費は可処分所得(Y-T)と次のような関係にあるとする

C-α+β(Y-T)　(1.1)

したがって所得決定の方程式は

Y-α+β(Y-T)+I十

となる｡今限界租税性向をγ　とすれば

T - γYォ>　　(1.3)

従て上の(1.1) (1.2)式は夫々

C-α+β(1-γ)Y　(1.1)′

Y-α+β(1-γ)Y+I+G　(1.2)′

となる｡通常所得増出的財政策としてほ(i)財政支出を動かすもの(ii)租税を動かすもの(iii)
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これら両者を動かすものの三つが考えられる｡く3)以下吾々ほこれら三つの場合に財政々策が所得,潤

餐,赤字に夫々どのような効果を及ぼすかを見よう(4)

(i) Gのみ増加せしめる場合:この場合は当然赤字となるが,この赤字は歳入えの反作用を考

慮すれば政府支出増加額よりは小となる｡

(a) G増加のYに与える効果: (1.2)′をGについて偏微分すれば

意-β(トγ)昔+1 ∴
∂　　　　　　　　　　(5)

琵㌻ =てこ巧行二才う
(2.1)

即ち乗数は1/U-β(1-γ)†となり,政府支出の増加は究極にはそれの1/t1-β(1-γ)‡倍の所

得増加を生み出すわけである｡

(b) G増加のCに与える効果: (1.1)′をGについて偏微分すれば

∂^　n^i　_､aY　　β(1-γ)〉 ヽ_′

百訂-β(トγ)藩 β(1-γ)
(2.2)

即ちGの増加はそのβ(1-γ)/t1-β(1-γ)‡倍の消費増加を伴う｡

(C) G増加のために生ずる赤字:Gの増加はYの増加を伴うからγは不変としてもでは

自然増収となり,このために赤字はAGよりほ小となるであろう｡今赤字増分をADで示せば

JD-JY{1-β(1-γ)i-γ JY-(1-γ)(1-β)JY　(2.3)

である｡ここでγ及びβは通常いづれも1よりは小さな正の値であるからdDは必ず正でなけ

ればならない(6)

(ii) Tのみ減ずる場合:この場合Tの切下げは可処分所得からの消費を増加せしめ,その増加

を通じて国民所得を増加せしめる｡他方Gは不変であるからやはり赤字が生ずるが,その債は(i)

の場合より大である｡

(a) T削減のYに与える効果(7)

aY　　　∧　　aY
+β

aY　　　　β

a(-T) lr H a(-T)~ 1-β
(3.1)

即ち税の削減はその削減額のβ/(1-β)倍だけの所得増加を生むわけである｡叉(2.1)をay/aG

-1/(1-β)と書けば,(9-この場合の乗数は(i)の場合より1だけ小さい(9)

(b) T削減のCに与える効果

aC　　　(　aY

a(-T)　　∂(-T) ･B-β了等十β-一錠(3.2)
であるから, (3.1) (3.2)からJC-JYが成立する｡即ちGを不変としてTのみ切下げれば,

人々の消費を増加せしめ,まさにその増加額だけ国民所得を増加せしめる｡

(c) T削減の生み出す赤字:この場合上記の如くJC-JYが成立するから,何等税収えのは

ねかえりは生じない｡かくて赤字は租税切下げの金額に等しく

AD-耕AY (3.3)
となり, (2.3)と比較してこの場合の方が明かに赤字は大となる(HO
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(iii)均衡予算の場合:この場合においても民間からの租税の増徴が凡て消費の切下げによって

賄われず,政府が増税による収入を凡て支出する限り有効需要の純増加があるから前記の如く正の

乗数効果を生むであろう(10

(a) G増加のYえの効果こ(1.2)においてT-GとしてGで偏微分すれば,

昔-β昔-β+1 ∴意-壬; -1 (4.1)
即ち均衡予算の乗数効果は1である｡このことはHaavelmoによって定式化され,その後多くの

人々によって確証された(12)

(b) G増加のC -の効果:この場合乗数は1であるから所得増分は政府支出増分(-租税

の増徴)に等しく,所得増分は凡て税として引揚げられ個人可処分所得は不変となるから,従て

-i--o　^

(c) G増加の赤字-の効果'.均衡予算であるから暫然赤字はない｡従て

dD -0　　(4.3)

である｡

(II)

以上の関係を周知の450図表によって説明すれば以下の如くなろう｡

(i) Gのみ増加せしめる場合｡

第Ⅰ図においてⅠは私的投資を, c+iは課

税前の消費支出プラス投資を, C′+Ⅰは課税後

のそれを示している(13)叉A,B,, A2B2は各

所得に応ずる税額を示す<iォc′+I+Gは頭初

の有効需要であり,従て均衡所得はOYlで与

えられる｡ C′+I+G′は限界租税性向を不変と

してGのみをLE2増加せしめた場合の有効需

要線であり,この場合均衡所得はOY2　となる｡

前節の分析から明かな如く　LE2-{1-β(1-

γ)}YtY2である｡蓋しLE,-FE2-LFであり

叉FE2==FEl-Y2｡然るにLF-β(1-γ) FE,

E l
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E 2

C ′+ l
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Fig. I

であるから従て

LE2 -FE2-β(1-γ)FEl =={1-β(1-γ)}YxY,

だからである｡次に消費増加はB2Hであるが

B^H-β(1-γ)HB, -β(1-γ)Y｣Ya -β(1-γ)/il-β(1-γ)}-LE2

の如く政府支増分のβ(1-γ)/t1-β(1-γ)‡倍となる｡更に赤字はLE2-(A2B乏-A,Bi)である

が
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LE2-(A2B2-A,BO-{1-β(1-γ)}YIY2-(γ�"OY2 -γ OYO

-t1-β(1-γ)}YxY2-γ蝣Y,Ya -{(l-γ)(1-β)>YiYa

の如く所得増分の(1-γ) (1-β)倍となる｡

(ii)減　税　の　場　合

第Ⅱ図においてC+Ⅰは課税されない場合の消費プラス投資を, C与ⅠはE｡Bi-Tだけの課税

Fig. II
が行われた場合のそれを, C′/+ⅠはABi-jT

だけの減税が行われた場合のそれを示す｡ Gは

不変と仮定されているからATの減税は　C′+

Ⅰ+GをC′′+I+Gの位置までシフトさせる｡

かくて均衡所得はOYlからOY2まで高まる｡

この場合減税と所得増分との間にはY,Y*-{β

/(1-β)i(-ABO　の関係がある｡蓋し

OY, -B,Ki +K,Y, +BiEi -DiK!-DiBi

+Ⅰ十G-α+β�"OY,-β�"EnBl+I+G

OYa -BaKa+MBj+KaY2+

ME2 -D2K2-D:B2+MB2 -fI+G

-α+β�"OY2-β�"E｡B,+β(-AB,)+I十G

両者の差は

OY2-0Y, -β(OY2-OYi)+β(-ABx)

∴　YiYa-{β/(1-β)‡(-ABO

叉減税のCに与える効果は減税前の消費をC′減税後のそれをC〟とすればC′LC′-tβノ(トβ‡

(-ABOであるが,これは次のようにして図から証明出来る｡

C′-BIKl-D.K,-DiBi-α+β OY,-β E｡Bi

C′'-MK2 -D2K2-D2B2十MB2 -α+β�"OY2-β�"E｡B, +β(-ABO

従って

β

C′LC′-β(OY3-0YO+β(-AB,)-β信二訂(-ABi)}+βC-ABi)

H*T等+可C-ABi)-量(-AB,)
いヽ ∫.■

更にこの場合の赤字はC′′二C′-YIYilが成立しているから,前節の分析から減税分だけ生ずること

となる｡従って

1-/3

JD-(-AB,)--す^ -Y,Y2

である｡

(iii)均衡予算の場合

第Ⅰ図において簡単化のため,出発点では租税も政府支出もなく所得はOYuで均衡していたも
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のとし,新たにB,E,の政府支出が行われると同時にBiE｡の租税が課されるものとするCIS)図か

ら明かなように均衡所得はOYlまで増加するであろう｡前節の分析から,この場合の乗数は1即

ちJG-JYである｡このことは第Ⅱ図においてOSが450線であることを考慮すればEiBi-EqBj

-YiY｡であるから直ちに明瞭となるであろう｡叉T?V 15V　であるから民間可処分所得は変化

せずⅠが不変であった点を考慮すればE｡K｡-BiKiからdC-0が成立する｡叉均衡予算である

から赤字は当然零である｡

(ⅠⅠ‡)

以上第Ⅰ, Ⅱ節で得られた関係を通常の経過モデルによって説明しよう｡

(i) Gのみ増加せしめる場合

第Ⅰ表は政府支出増加が唯一回だけ行われる場合のモデル毎ある｡第一期に政府支出がAGだけ

増加すれば,これは課税前所得をdGだけ増加せしめる｡然しそのうちγdGだけは租税として引

揚げられ民間可処分所得の増加は(1-γ) AGのみとなる｡かくて消費はそのβ倍即ちβ(1-γ)

dGだけ増加し,想定に従ってC16)課税前所得を同額だけ増加せしめる｡以下同様の経過を繰返しC

とY　との増分は次第に零に近づいて行く｡ここでYの給増加は

lim21Y=jG{l+β(1+γ)+β!(1+γ)2+'-‡-
n一〇〇

同様に

2Yx =
(1-r)　　　　　　　一一　　　γ

AG
1-β(i-γ) ~　　　　ー1-β(1-γ)

1-β(1-γ)
AG

JG: J?C-蔑AG
叉赤字は政府支出増分と租税増分との差であるから

JD-JG-2T-JG
1-β(1-γ) ) -(トγ)(ト/3)JY

となる｡これに対して政府支出の増加が引続き行われる場合のモデルは第Ⅰ表のごとくである｡前

表と異る点はその場合には消費及び所得が時間の経過と共に漸減し究極には零になってしまったの

に対して,この場合は各期の政府支出の所得増加効果が累積され,結局もとの所得水準を一回限り

行われる場合の所得形成畳だけ引上げてしまうということであるC17)倍以上の分析から限界租税性

向が1より小,零より大なる一定借をとる場合には,限界消費性向の値が大なるに応じて課税前所

第　　　Ⅰ　　　表

期　間 政府支出 租　　　税(T) 税引所得(Yi) 消　　　費(C)

I     =さ

(l-r)^G

(1-γ)2βdG

課税前所得(Y)

&(¥-r)AG

β2(1-γ)2dG

JG

/9(i-r)^G

β (1-　γ)2JG
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第　　　ⅠⅠ　　　表

租　　　　税(T) 税　引　所得､(Yi)

(1-rUG

t(1-γ)+β

(1-γ

消　　　　糞(C) 課税前所得(Y)

β(1-γ)AG

‡β(1-γ)+β2

(1-γ)2idG

{i+/3(i-r)}^G

tl+β(1-γ)+β2

(1-γ)2‡dG

得の増分は大となり,従て税収も大となることが分る｡

(ii) Tのみ引下げる場合

第Ⅱ表で題ATだけの減税が行われれば可処分所得は直ちにATだけ増加し消費はBATだけ増

加する. GとⅠとは不変だから第一期の課税前所得の増加はβATだけである｡減税は唯一回のみ

であるから第二期以後は恰も政府支出がβdTだけ増加した如く取扱うことが出来る｡これに対し

て減税が引続き行われる場合のモデルが第Ⅳ`表である｡第Ⅱ表から

第　　　ⅠⅠⅠ　　　表

享" =- :A Y二　　　　　　　　　享三税　引　所　得(Yo　　　　　　　　敢 課　税　前　所　得(Y)

AT

E
.
%

■
則β

　

が

T

 

T

 

T

K

^
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｣

　

　

同

一

β
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β
3

T

 

T
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J

一

　

』

　

.

』

β

　

即

　

β
3

Ⅳ一再

第

税(税　引　所得(Yi)税　引　所　得(Yi)

ヽ

ノ

　

　

　

ヽ

I

ノ

　

　

　

)

T

 

T

 

T

一

一

一

　

-

-

q
L
u
　
　
　
Ⅶ
し

同
一
　
■
凹
　
　
i
i
l

AT

(¥+S)JT

(1+β+β2)JT

秦

勢　(C)　　課　税　前　所　得(Y)

PAT

(β+β )JT

(β+β2+β3 JT

βdT

(β+β2)dT

(|9+02+/JS)4T

EY-了空rJT　2C-て空TJT　^Yx-古AT

叉赤字はJD-{(1-β)/β‡AYとなること及び後者では第n期の所得が丁度前者の所得増分だけ

高め上げられることが知られる｡

(iii)均衡予算の場合

この場合追加課税は第一期において消費をβATだけ滅ずるが,他方政府がその税収を支出する

から,所得は結局この期聞出には(1-β)ATだけ増加することとなる｡追加課税及び同額の支出が
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期

第　　　　ⅤⅠ　　　表

期間 租税 政府
支出 消 費 ( C ) 貯 蓄 ( S ) 民 間 所 得 (■Y ′) 課 税 前 所 得 (Y )

l AT A T I βAT - a - a )at - B J T (1- β)d T

2 d T A T - /32J T - (l- B )B JT ーβ2A T (1- β2 )J T

3

●●●I●●

A T

●●●●●●

AT

●●●●●●

ーβ3 AT

●I… J

- (1- β)B 'lAT

●●●■●●

ーβ3AT

I :

- …

(l- flS )J T

.I●●●●●

唯一回限りの場合は第二期以後では恰も(1-β)dTの借入支出の行われる場合と同様に取扱うこ

とが出来る｡これに対して毎期一定額の課税及び政府支出が継続して行われる場合には,第二期の

消費は第一期所得のβ倍,即ち(1-β)βATから第二期課税に基ずく消費減少βATを差引いた

-β3JTとなるが他方同期間中にATの政府支出が行われるから第二期には所得は全体として(1

-β )iTだけ増加し,以後同様の経過をたどるであろう｡このような経過を表にしたのが第V ･ Ⅶ

表である｡

連続して行われるモデルから明かなように民間所得及び消費の削減額は時間の経過につれて次第

に減少し結局零となり,所得はもとの水準にかえってしまう｡その究極の時点で租税微速支出は民

間の消費及び所得を何等滅ヂることなしに,租税額だけ国民所得を増大せしめるのである(18)

(IV)

最後に以上の分析で採られた想定の二,三を徹去した場合事態がどのようになるかを考察して見

よう｡

さて以上の考察ではタイム･ラグなしと云う想定が採られている｡従てこの想定を徹去し可処分

所得と消費支出との間及び課税と政府支出との間に一期間のタイム･ラグが存在すると考えた場

令,所得変動の過程はどうなるかを考察しよう｡今添字0, 1, 2, --で以て第0, 1, 2, --期

の所得を示すとすれば

(i)赤字支出の場合

Yo-/3 (Yo-rYo)+a:+I+G

Yl -β(Yo-γYo)+α+1+G+JG-Yo+JG

Y2-β(Yi-γYi) +α+I+G+JG-Yo+JG{1+β(1-γ)i
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Y3-β(Y2-γY2)+α+H-G+JG-Yo+JG{1+β(1-γ)+β :(1-γ)2‡

1

-imYu-yu+jG{l+β(1-γ)+β2(トγ)2+　+/3"-1(トγ)I-l}-Yo+-T二死l-r)r JGllう00

C.ii)減　税　の　場　合

Yo -i9(Yo-T)+a+I+G

Yl -βtYo-(T-JT)}+α+I+G-Yn+βAT

Y2-β{Y,-(T-JT)}+α+I+G-Y｡+(β+β )JT

Y#>　βtY2-(T-JT)}+α+I+G-YB+(β+β2+β )JT

β

1n聖yn-Yo+(β+β +�"-βU)JT-Yo十珂AT

(iii)均衡予算の場合(19)

Y｡-βY｡+α+I

Yl -β(Yo-T)+α+I+G--Y｡+(1-β)G　(T-G)

Y2 -β(Yx-T)+α+r+G-Yo+.a-β)G(1+β)

Y3-β(Y2-T)+α+I+G-Yo+(1-β)G(1+β+β2)

1

isy^yo+cl-β)G(1+β+β蝣+�"-+/9-1)-Y(,+(トβ)Gて=㌃ -Yo+G

これから明かなように時間の経過とともに税込所得は増加する｡タイム･ラグの導入は,安全な乗

数効果の達成を遅らせはするが,最終結果の成立には影響を及ぼさない｡

次に民間投資不変の想定を徹去しよう｡そして新に民間投資が所得水準に依存し,所得水準に誘

発される部分を含むと考えて,投資函数がI-k+iYの形をとるとすれば(20)夫々の場合における

乗数はどうなるかを考えよう｡この場合所得決定方程式は

Y-α+β(Y-T)+k+iY+G

となるから,従って

(i)意-て=吉丁(ii) a(-T)- 1-β-i

aY 1-β(iii) -gg-=瑞
となり, (2.1) (3.1) (4.1)と比べて凡て犬となることが分る｡

更に吾々は不完全雇傭下では物価不変との想定を採っているが,実際には完全雇傭点に近ずくに

つれて物価は上昇すると考えられる(20従って不完全雇傭下でもep≠0, eo≠1とした場合の乗数

が問題となる｡この間題に関しては水野助教授の詳細な分析があるが,それによれば収益逓減の場

合には例え不完全雇傭下でも均衡予算の貨幣乗数は1より大となることが述べられているC23)

最後に不完全雇僻の想定を徹去して完全雇傭下の乗数を考察しよう｡今完全雇傭以後では実質所

得不変と考えれば,貨幣所得は物価と同一率で騰貴する｡従ってこの場合には実質タームと貨幣タ

ームとを明別する必要がある｡かくてJLm>　P> JLf>　^ra>　^rで夫々貨幣所得,物価,完全雇傭実質

所得,貨幣的消費,実質消費を示せば, Cγ及びC1-1は夫々

cr-β(翠)+α　,- β･-封Y--βT
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となる｡ここでβ+α/Yr-β′とおけばβ′>βである｡叉所得決定方程式は

Ym- /3'Ym-i3T+I+G

となるから,前の三つの場合に応ずる完全雇傭下の乗数は夫々

aYin l　　　′,, ､　aY,｡　　　β

(i)一義虹-一己軒(ii)-a(-T)　1-管
∂Ym

(iii) ｢訳｢-責㌻
となり,不完全雇傭下の乗数よりも大となる｡特に(輿i)はGehrelsの命題と呼ばれているもの

にあたる(24)

ところでこのように完全雇傭下では例え均衡予算の下でも1以上の乗数効果を生んでしまうと云

うのであれば,財政支出増加に基ずくインフレ効果を回避するために政府はどれ程税を引上げなけ

ればならないかが問題となろう｡この問題についてはMckeanによって明快な解決が与えられて

いる(25)それによれば必要な租税引場額はJT-1/β･AGによって与えられることが明にせられて

いる｡

以上吾々ほ極めて単純なモデルの下に財政と国民所得との関係を考察したに止まる｡従って各種

の要因を新に附加することによってこれらの関係は更に複雑化されるであろうが,基本関係そのも

のには大きな変化は生じない｡叉以上では財政々策を単に｢静学的｣に取扱ったに止まり,それの

｢動学的｣処理は侍今後に残されている領域である｡く29)
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